
重 要 事 項 説 明 書 
 

１ 事業者及び事業所の概要 

（１）事業者の名称等 

事業者名 キャレオス株式会社 

事業者所在地 広島県福山市新市町大字戸手 102 番地 1 

事業所名 居宅介護支援ゆうゆう南本庄 

事業所所在地 広島県福山市南本庄五丁目 5番 12 号 

指定番号 ３４７１５１０７６２ 

連絡先 電話 ０８４－９２６－８６０８ FAX ０８４－９２０－７０５０ 

営業日 月曜日～土曜日（但し祝日 12/29～1/3 は除く） 

営業時間 午前９時００分～午後６時００分 

事業実施地域 福山市 

（２）従業者の職種、員数、及び職務内容 

 ・管理者：１名（常勤で介護支援専門員と兼務） 

 指定居宅介護支援、指定介護予防支援の提供にあたると共に、事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行なう。 

・介護支援専門員：1 名以上。指定介護支援、指定介護予防支援の提供にあたる。 

 

２ 事業の目的及び運営の方針 

 事業の目的  

介護保険法の理念に基づき、居宅において要介護状態等にある高齢者（以下「利用者」という）がその心身の状況や置かれてい

る環境等に応じた居宅サービスを適切に利用できるよう、サービスの種類、内容等の計画を作成すると共に、サービス利用が確

保されるよう指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整その他の便宜の提供を行い

ます。 

 運営の方針  

① 利用者が要介護状態等となった場合においても、可能な限り居宅においてその有する能力に応じ、自立した日常生活を営む

ことができるよう配慮して援助に努めます。 

② 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者自らの選択に基づき適切な保健・医療・福祉等のサービス

が総合的かつ効率的に提供されるよう配慮します。 

③ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供されるサービス等が特定の種類又は特定の事業

所に偏ることがないよう、公正中立に行います。 

④ 事業の運営にあたっては、市、地域包括支援センター、他の居宅サービス事業者、介護予防サービス事業者、介護保険施設

等との連携に努めます。 

利用者が要介護認定、要支援認定を受けているか否かを確認し、まだの場合は、依頼により申請の代行ができます。 

要介護認定、要支援認定を受けていた利用者が、更新等により自立又は要支援認定を受け、介護予防・生活支援サービスに

変更になる場合には地域包括支援センターに必要な情報を提供する等の連携を図ります。 

 

３ 居宅介護支援の利用申し込みから介護サービス提供までの主な流れ 

① 利用者から事業所への居宅介護支援の依頼を受けた場合、保険者に対し、サービス計画作成依頼（変更）届出書を提出しま

す。 

② 事業所の介護支援専門員が利用者のお宅にて面接の趣旨を説明し、利用者の心身の状態や環境等を確認し、可能な限り自立

した日常生活を営むことができるよう解決すべき課題を把握・分析します。 

③ 課題の解決にあたり、利用者は当該地域における複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができ、居宅

サービス計画、介護予防サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることができます。そ

してどのような介護サービスをどれくらいの頻度で利用したいか、利用者や家族が選択できるよう支援したうえで、利用料を

見積もりします。 

また、指定居宅介護支援、指定介護予防支援の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立

って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏する事のない

よう、公正中立に行います。 

④ これらにより介護支援専門員は、本人・家族の思い、支援の方針、サービスの目標及びサービス内容や利用頻度、その達成

時期等を盛り込んだ居宅サービス計画書（第１～３表）、介護予防サービス計画書の原案を作成します。 

⑤ サービス開始・介護保険認定期間の開始にあたり、介護支援専門員は、当原案を基にサービス担当者会議（居宅サービス計

画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者（以下「担当者」といいます。）が集まって行う会議）を開催し、及び照

会票により、利用者の主治医・担当者から専門的な見地からの意見を求めます。尚、Ｗｅｂ会議ツール等その他の情報通信機

器を活用して行うことができるものとします。 

⑥ サービス担当者会議を基に、最終的な居宅サービス計画書（第１～３表）、介護予防サービス計画書を作成し、利用者の同

意を得た後に利用者・居宅サービス提供事業者に交付します。また、利用するサービスの日時・料金を記載したサービス利用

票・別票は毎月作成し、こちらも利用者の承認後、利用者・事業者に交付します。 

 

４ その他の介護支援業務 

① 介護支援専門員は居宅サービス計画、介護予防サービス計画の作成後も、要介護者については１月に 1 回、要支援者につい

ては、３月に１回利用者宅を訪問し、状況を確認するとともに、モニタリングの結果を記録し、居宅サービス計画、介護予防

サービス計画の実施状況の把握や必要に応じて居宅サービス計画、介護予防サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等

との連絡調整その他の便宜の提供を行います。 

② 利用者が、居宅での日常生活が困難となった場合、又は介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設

へ紹介し利用できるよう支援します。 

③ 病院・介護保険施設等から退院又は退所しようとする利用者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行で

きるよう、あらかじめ居宅サービス計画、介護予防サービス計画の作成等の援助を行います。 

④ 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望する場合その他必要な場合

には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」といいます。）の意見を求め、その指示書により

当該サービスの利用を支援します。主治の医師等の医学的観点からの留意事項が示されているときは、当該留意点を尊重して

これを行います。 

⑤ 被保険者証に、認定審査会意見又は指定に係る居宅サービス、介護予防サービスの種類についての記載がある場合には、利

用者にその趣旨を説明し、理解を得た上で、その内容に沿って居宅サービス計画、介護予防サービス計画を作成します。 

⑥ 介護支援専門員は、居宅サービス計画、介護予防サービス計画の作成又は変更にあたり、利用者の日常生活全般を支援する

観点から、介護保険対象サービス以外のサービスも含めて居宅サービス計画、介護予防サービス計画に位置付けるよう努めま

す。 

⑦ 指定居宅介護支援、指定介護予防支援の提供にあたっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サ

ービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。 

 

５ 守秘義務 

事業者及びその従業者は、正当な理由がない限り、利用者に対する居宅介護支援、指定介護予防支援の提供にあたって知り得た

利用者又は家族の個人情報を漏らしません。事業者は、従業者が在職中に知り得た利用者又は家族の個人情報を退職後も漏らす

ことが無いよう誓約書をとっています。 

事業者は、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、また利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあ

らかじめ文書により得ます。使用範囲は別紙１の通りです。 

 

６ 事故発生時の対応 

加入している保険により業務中の事故発生時には迅速に対応します。 

① 事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援、指定介護予防支援の提供により事故が発生した場合には、速やかに家族、主

治医等に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。 

② 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して講じた措置について記録するとともに、原因の究明、再発防止に向けて対策

を講じます。必要により保険者にも報告します。 

③ 事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援、指定介護予防支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、速やか

に損害賠償を行います。 

 

７  緊急時の対応方法 

業務中に事故及び緊急事態等が発生した場合、主治医・家族等に連絡し、その指示により救急車の出動依頼等を行います。尚、

緊急時の連絡先は居宅介護支援事業所申込書に記入していただいた所とします。 

 

８ 人権擁護・虐待の防止について 

利用者の人権擁護・虐待防止に努めています。万が一虐待等を発見した場合、関係機関への連絡・通報を行います。 

 

９ 利用料その他の費用の額 

① 指定居宅介護支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとします。 

基本サービス 要介護度状態区分 単位数 算定要件 

居
宅
介
護
支
援
費
（
Ⅰ
） 

居宅介護費（Ⅱ）を算定していない事業所 

居宅介護

支援（ｉ） 

要介護 1・2 10,860 円／月 
介護支援専門員１人当りの取扱件数が 1～44 件 

要介護 3・4・5 14,110 円／月 

居宅介護

支援（ⅱ） 

要介護 1・2 5,440 円／月 
介護支援専門員１人当りの取扱件数が 45～59 件 

要介護 3・4・5 7,040 円／月 

居宅介護

支援（ⅲ） 

要介護 1・2 3,260 円／月 
介護支援専門員１人当りの取扱件数が 60 件以上 

要介護 3・4・5 4,220 円／月 
 

基本サービス 要介護度状態区分 単位数 算定要件 

居
宅
介
護
支
援
費
（
Ⅱ
） 

指定居宅サービス事業者等との間で居宅サービス計画に係るデータを電子的に送受信するためのシステムの活用及

び事務職員の配置を行っている事業所 

居宅介護

支援（ｉ） 

要介護 1・2 10,860 円／月 
介護支援専門員１人当りの取扱件数が 1～44 件 

要介護 3・4・5 14,110 円／月 

居宅介護

支援（ⅱ） 

要介護 1・2 5,270 円／月 

介護支援専門員１人当りの取扱件数が 45～59 件 
要介護 3・4・5 6,830 円／月 

居宅介護 要介護 1・2 3,160 円／月 介護支援専門員１人当りの取扱件数が 60 件以上 



支援（ⅲ） 
要介護 3・4・5 4,100 円／月 

※当事業所が運営基準減算に該当する場合は、上記金額の 50/100 となります。なお、運営基準減算が 2 ヵ月以上継続してい

る場合は、算定しません。 

※居宅介護支援費（Ⅰ）で、取扱件数が 45 以上の場合は、契約日が古いものから順に割り当て、45 件目以上になった場合に

居宅介護支援費（Ⅰ）の（ⅱ）又は（ⅲ）を算定します。 

※居宅介護支援費（Ⅱ）で、取扱件数が 50 以上の場合は、契約日が古いものから順に割り当て、50 件目以上になった場合に

居宅介護支援費（Ⅱ）の（ⅱ）又は（ⅲ）を算定します。 

※事業所の所在する建物と同一の敷地内、隣接する敷地内の建物に居住する利用者又はこれ以外の同一建物の利用者 20 人以

上居住する建物に居住する利用者へ居宅介護支援を行う場合は所定単位数の 95％を算定します。 

② 指定介護予防支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとします。 

基本サービス 介護予防支援費（Ⅱ） 単位数 4,720 円／月 

③ 下記の場合、加算を算定します。  

加算 加算額 算定要件等 

初回加算 3,000 円 

新規に居宅サービス計画を作成する場合、要支援者が要介護認定を受

けた場合、要介護状態区分が２区分以上変更された場合、介護予防支

援は新規に介護予防サービス計画を作成する場合、要介護者が要支援

認定を受けた場合 

通院時情報連携加算 500 円 

利用者が医療機関において医師又は歯科医師の診察を受ける際に介護

支援専門員が同席し、医師等と情報連携行い、当該情報を踏まえてケ

アマネジメントを行った場合 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 2,500 円 
利用者が入院した日のうちに、病院等職員に必要な情報提供をした場

合（一月につき） 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 2,000 円 
入院した日の翌日又は翌々日に、病院等職員に必要な情報提供をした

場合（一月につき） 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 4,500 円 
退院又は退所に当たり、病院等の職員との面談により必要な情報提供

をカンファレンス以外の方法により一回受けている場合 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 6,000 円 
退院又は退所に当たり、病院等の職員との面談により必要な情報提供

をカンファレンスにより一回受けている場合 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 6,000 円 
退院又は退所に当たり、病院等の職員との面談により必要な情報提供

をカンファレンス以外の方法により二回以上受けている場合 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 7,500 円 
退院又は退所に当たり、病院等の職員との面談により必要な情報提供

を二回受けており、うち一回以上はカンファレンスによる場合 

退院・退所加算（Ⅲ） 9,000 円 
退院又は退所に当たり、病院等の職員との面談により必要な情報提供

を三回以上受けており、うち一回以上はカンファレンスによる場合 

ターミナルケアマネンジメント加算 4,000 円 

終末期の医療やケアの方針に関して、利用者またはその家族に同意を

得た上で、主治の医師の助言を得つつ、ターミナル期に通常よりも頻

回な訪問により、把握した情報を主治の医師や居宅サービス事業者へ

提供した場合 

緊急時等居宅 

カンファレンス加算 
2,000 円 

病院等の求めにより、病院等の職員と共に居宅を訪問し、カンファレ

ンスを行った場合（月 2 回を限度） 

特定事業所加算（Ⅰ） 

特定事業所加算（Ⅱ） 

特定事業所加算（Ⅲ） 

特定事業所加算（Ａ） 

5,190 円 

4,210 円 

3,230 円 

1,140 円 

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝

達等を目的とした会議を定期的に開催すること等、厚生労働大臣が定

める基準に適合する場合（一月につき） 

及び、他法人の居宅介護支援事業所と合同で、事例検討会や研修会を

行った場合 

特定事業所医療介護連携加算 1,250 円 
上記条件に加えて、退院退所加算、及びターミナルケアマネジメント

加算の算定条件を満たしている場合 

介護職員等処遇改善加算 利用単位数の 2.1％ 

事業者は法定代理受領として介護保険から１０割の給付を受けるため、原則利用者の負担はありません。ただし、利用者の保

険料の未納等により法定代理受領ができない場合は、償還払いとなります。つまり、利用者は居宅介護サービス費を一旦、当

事業所に支払い、その際発行されるサービス提供証明書（領収書）を保険者の窓口に持参して返還を受けることができます。 

④ 通常の事業実施地域以外の居宅を訪問して行う指定居宅介護支援、指定介護予防支援を提供した場合、利用者又はその家族

に対して事前に説明し文書で同意を得たうえで、交通費として、路程１キロメートルあたり３０円を実費としてご負担いただ 

きます。                                                                                                                                                                                                                                                                              

 

 

 

⑤ 利用料、その他の費用の請求及び支払い方法について 

利用料、その他の費用の請求

方法等 

利用明細を添えて、利用者宛て郵送しますので、届き次第お支払いいただきます。 

利用料、その他の費用の支払

い遅延について 

上記費用の支払いを、正当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から２月以上遅延し、

さらに支払いの督促から１４日以内に支払いが無い場合には、サービス提供の契約を解除し

た上で、未払い分をお支払いいただきます。 

 

１０ 苦情対応窓口 

居宅介護支援及び居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等についての苦情は、常設窓口として責任者が対応します。

責任者が不在のときでも、事業所職員にて対応いたします。 

苦情受付窓口  居宅介護支援ゆうゆう南本庄   管理者 

        福山市南本庄五丁目５番１２号    TEL ０８４－９２６－８６０８  

              受付時間 月曜日～土曜日（但し祝日、12/29～1/3 は除く）午前 9 時 00 分～午後 6 時 00 分 

 

円滑かつ迅速に苦情処理を行うための体制、手順 その他参考事項 

①苦情について事実確認を行う。 

②関係者と連携を行う。 

③改善について利用者に了解を得る。 

④苦情処理は速やかに行う。 

⑤苦情処理についての経過及び結果を記録する。 

⑥苦情内容によっては行政に報告する。 

①利用者から苦情の申し出が行いやすい環境を整える。 

②苦情解決には社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特性

に配慮する。 

③普段から利用者の立場に立ったサービスを心がける。 

 

その他 

苦情連絡先 

福山市 介護保険課 福山市東桜町３番５号 

TEL ０８４－９２８－１１６６ 

広島県国民健康保険団体連合会 広島市中区東白島町１９番４９号 国保会館内 

TEL ０８２－５５４－０７８３ 

上記連絡先の受付時間：土、日、祝、12 月 29 日～1月 3 日を除く午前 8 時 30 分～午後 5時 15 分 

 

１１ 介護サービス第三者評価の実施状況 

実施の有無：無 

 

 

    年    月    日 

 

事業者は重要事項説明書に基づいて、指定居宅介護支援サービス、指定介護予防支援サービスの重要事項の説明を行いま

した。 

 

事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所       広島県福山市南本庄五丁目５番１２号 

           事業所名  居宅介護支援ゆうゆう南本庄 

            

説明者名  介護支援専門員                 ㊞ 

 

私は、重要事項説明書に基づいて、指定居宅介護支援サービス、指定介護予防支援サービスの重要事項の説明を受け理解

しました。 

 

利用者      住所 

                                    代筆 

          名前                      ㊞【       】 

 

家族 

親族又は代理人  住所 

 

          名前                      ㊞ （続柄      ） 
 

2026 年 6 月 改定 


